
H
2
7
年
６
月
３
日

社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
の
見
直
し
に
つ
い
て
、
社
会
資
本
整
備
審
議
会
・
交
通
政
策

審
議
会
に
諮
問

H
2
7
年
７
月
３
日

第
４
次
「
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
」
（
素
案
）
提
示

H
2
7
年
７
月
2
4日

第
４
次
「
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
」
（
原
案
）
提
示

H
2
7
年
７
月
3
0日

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
・
都
道
府
県
の
意
見
聴
取
等

H
2
7
年
９
月
１
日

第
４
次
「
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
」
（
案
）
提
示

H
2
7
年
９
月
1
4日

社
会
資
本
整
備
審
議
会
・
交
通
政
策
審
議
会
か
ら
答
申

H
2
7
年
９
月
1
8日

閣
議
決
定

社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
に
つ
い
て

１
．
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
と
は

・
計
画
期
間
に
お
け
る
社
会
資
本
整
備
事
業
の
実
施
に
関
す
る
重
点
目
標

・
重
点
目
標
の
達
成
の
た
め
、
計
画
期
間
に
お
い
て
効
果
的
か
つ
効
率
的
に
実
施
す
べ
き
社
会
資
本
整
備
事
業
の
概
要

・
社
会
資
本
整
備
事
業
を
重
点
的
・
効
果
的
か
つ
効
率
的
に
実
施
す
る
た
め
の
措
置

等

○
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
法
（
平
成
1
5
年
法
律
第
2
0
号
）
に
基
づ
き
、
社
会
資
本
整
備
事
業
を
重
点
的
、
効
果
的

か
つ
効
率
的
に
推
進
す
る
た
め
に
策
定
す
る
計
画
（
閣
議
決
定
事
項
）

○
対
象
は
、
道
路
、
交
通
安
全
施
設
、
鉄
道
、
空
港
、
港
湾
、
航
路
標
識
、
公
園
・
緑
地
、
下
水
道
、
河
川
、
砂
防
、
地

す
べ
り
、
急
傾
斜
地
及
び
海
岸
並
び
に
こ
れ
ら
事
業
と
一
体
と
な
っ
て
そ
の
効
果
を
増
大
さ
せ
る
た
め
実
施
さ
れ
る

事
務
又
は
事
業

○
第
１
次
計
画
（
平
成
1
5
～
1
9
年
度
）
、
第
２
次
計
画
（
平
成
2
0
～
2
4
年
度
）
、
第
３
次
計
画
（
平
成
2
4
～
2
8
年
度
）

○
主
な
計
画
事
項

２
．
第
４
次
計
画
の
策
定
経
緯

1■
地

方
ブ

ロ
ッ

ク
に

お
け

る
社

会
資

本
整

備
重

点
計

画
の

策
定

方
針

《
資

料
５

》
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会を実現するため、情報の入手・利用環境の整備、信頼性の向上を図るとと

もに、先導的土木事業に CIM を導入し、調査・計画・設計から維持管理に至

るプロセスのシームレス化を図る。また、ICT やロボット技術等を活用した情

報化施工・無人化施工等の更なる高度化や、建築分野における BIM83の導入事

例の蓄積を図る。 

 このほか、技術研究開発のみならず、技術政策全般を総合的に俯瞰し、事業・

施策と一体的に推進するため、新たに「国土交通技術の海外展開」、「技術政策を

支える人材育成」、「技術に対する社会の信頼の確保」に取り組む。 

第６節 地方ブロックにおける社会資本整備重点計画の策定 

 新たに設定される重点目標と政策パッケージを戦略的に推進するため、全国レ

ベルの計画である本重点計画に基づき、各地方の特性に応じて重点的、効率的、

効果的に整備するための計画として、国が地方ブロックにおける社会資本整備重

点計画を策定する。 

 策定に当たり、国が、各地方において、地方公共団体や地方経済界、有識者等

との十分な意見交換を行い、社会資本に関する現状と課題やストック効果の最大

化に向けた取組など社会資本整備の重点事項等について検討し、取りまとめる。 

 また、国土形成計画（広域地方計画）と調和を図りつつ、地方版まち・ひと・

しごと創生総合戦略や国土強靱化地域計画など、各地方で策定される計画と連携

し、各地方を取り巻く社会経済情勢等を踏まえた即地性の高い計画となるよう検

討を行う。その際には、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ、

特に、経済と財政双方の一体的な再生に資する観点から、社会資本のストック効

果を最大限発揮できるよう、供用時期の明示など、民間事業者等の利用者のニー

ズに資する情報提供を含め、社会資本整備と民間投資の相乗効果が発揮されるよ

う取り組むこととする。 

第７節 重点計画のフォローアップ 

 本重点計画で掲げた目標の達成状況、事業・施策の実施状況の把握等により、

政策上のボトルネックの確認等を行い、社会や時代の要請の変化を踏まえつつ、

重点計画の改善検討を行うものとする。 

 その際、第２章で示した重点目標達成のために実施すべき事業・施策の進捗状

況の把握に当たっては、KPI その他の指標の実績値の把握とともに、指標を定め

ていない事業・施策についても、可能な限り関連する客観的なデータの集積や目

標レベルの設定の試み等に努める。また、事業・施策が国民生活等にいかなる成

果をもたらしたかも含めて、重点目標の達成状況を把握するものとする。 

さらに、本重点計画の基本方針として掲げる機能性・生産性を高める戦略的イ

ンフラマネジメントの効果的な実行手法や仕組み、実施状況の評価についても検

証し、充実強化を図るものとし、その際には、集約・再編を含めた戦略的メンテ

ナンスや既存施設の有効活用といった取組も踏まえた事業・施策の進捗状況の把

握の在り方も含めて検討を進める必要がある。 

83 BIM（Building Information Modeling）：コンピュータ上に作成した３次元の形状情報に加

え、建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルの構築。 

第４次社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）より
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『
広
域
地
方
計
画
』
と
『
地
方
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
け
る
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
』
の
関
係

○
『
広

域
地

方
計

画
』
は
、
対

流
促

進
型

国
土

の
形

成
に
向

け
て
、
各

広
域

ブ
ロ
ッ
ク
の
将

来
像

や
地

域
戦

略
等

に
つ
い
て
示

す
も
の
。

○
『
地

方
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
け
る
社

会
資

本
整

備
重

点
計

画
（
地

方
重

点
計

画
）
』
は
、
『
広

域
地

方
計

画
』
と
調

和
を
図

り
、
各

地
方

に
お
い
て

ス
ト
ッ
ク
効

果
の
最

大
化

に
向

け
た
取

組
な
ど
、
社

会
資

本
整

備
の
重

点
事

項
等

に
つ
い
て
示

す
も
の
。

広
域
地
方
計
画

～
長

期
的

な
広

域
ブ
ロ
ッ
ク
づ
く
り
の
指

針
～

地
方
重
点
計
画

～
地

方
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
け
る
社

会
資

本
整

備
の
具

体
的

計
画

～

目
的

新
た
な
国

土
形

成
計

画
（
全

国
計

画
）
が
目

指
す
「
コ
ン
パ
ク
ト
＋

ネ
ッ
トワ

ー
ク
」の

具
体
化
を
図
る
た
め
、
広
域
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
け
る
国

土
の
利

用
、
整

備
及

び
保

全
を
推

進
す
る
た
め
の
総

合
的

か
つ
基

本
的

な
計

画
と
し
て
定
め
る
も
の
。

社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
に
基
づ
き
、
各
地
方
の
特
性
に
応
じ
て
社
会
資

本
を
重

点
的

、
効

率
的

、
効

果
的

に
整

備
す
る
た
め
、
地

方
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
け

る
社

会
資

本
整

備
の
具

体
的

な
計

画
と
し
て
定
め
る
も
の
。

計
画

の
対
象

国
土

の
利

用
、
整

備
及

び
保

全
に
関

す
る
府

省
に
ま
た
が
る
施
策

全
般

道
路

、
空

港
、
港

湾
、
下

水
道

、
河

川
等

の
社
会
資
本
整
備
事
業

計
画

期
間

今
後
概
ね
1
0
年
間

H
2
7
～
3
2
年
度
の
約
５
年
間

対
象

地
域

全
国
８
ブ
ロ
ッ
ク

広
域
地
方
計
画
の
８
ブ
ロ
ッ
ク
に
北
海
道
と
沖
縄
を
加
え
た
全
国
1
0
ブ
ロ
ッ
ク

根
拠

法
国
土
形
成
計
画
法

第
９
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
次
に
掲
げ
る
区
域
（以

下
「広

域
地
方
計
画
区
域
」と

い
う
。
）に

つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
国
土
形
成
計
画
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。
【略

】
２

前
項

の
国

土
形

成
計

画
（
以

下
「
広

域
地

方
計

画
」
と
い
う
。
）
【
略

】

社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
（閣

議
決
定
）

第
２
章
第
６
節

地
方
ブ
ロ
ッ
ク
に
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
の
策
定

【略
】本

重
点
計
画
に
基
づ
き
、
各
地
方
の
特
性
に
応
じ
て
重
点
的
、
効
率
的
、
効
果
的
に
整
備
す
る

た
め
の
計
画
と
し
て
、
国
が
地
方
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
け
る
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
を
策
定
す
る
。
【略

】

策
定

者
国
土
交
通
大
臣

（大
臣
決

定
）

国
土
交
通
大
臣
、
農
林
水
産
大
臣

（大
臣
決
定
）

計
画

に
盛
込

む
内

容
（
案

）

○
国

土
の
形

成
に
関

す
る
方

針
○

国
土

の
形

成
に
関

す
る
目

標
○
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
一
の
都
府
県
の
区
域
を
越
え
る
広
域

の
見

地
か
ら
必

要
と
認

め
ら
れ
る
主

要
な
施

策
（
広

域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

◇
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
一

体
と
な
っ
た
施

策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

◇
広

域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
支

え
る
必

要
不

可
欠

な
広

域
性

の
あ
る

事
業

の
中

か
ら
代

表
的

な
事

業
を
記

載

○
現
状
と
主
要

課
題

○
目

指
す
べ
き
将

来
の
姿

と
社

会
資

本
整

備
の
基

本
戦

略
○

社
会

資
本

整
備

の
重

点
目

標
◇

重
点

目
標

と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

◇
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
毎

に
「
課

題
と
目

指
す
姿

」
「
重

点
施

策
」
「
指

標
」

「
主

要
取

組
」
を
一

連
の
ス
ト
ー
リ
ー
と
し
て
と
り
ま
と
め

◇
取
組
の
時
間
軸
を
明
確
化
し
、
ス
トッ

ク
効
果
を
見
え
る
化

3



第1章 地方ﾌﾞﾛｯｸの現状と主要課題 

地方ブロックにおける社会資本整備重点計画の策定フロー（案） 

広域地方計画 

 地方ﾌﾞﾛｯｸの主要課題 

第2章 地方ブロックの目指すべき将来の姿と 

 社会資本整備の基本戦略 

地方ブロックの 

将来像 

地方ブロックの社会資本整備の基本戦略 
※社会資本整備重点計画の戦略的インフラマネジメントや
地域特性を踏まえつつ、中長期的な戦略を記載 

地方ﾌﾞﾛｯｸにおける 
 近年の状況変化 

重点目標 

ＫＰＩ 

重要施策 

第3章 地方ブロックにおける社会資本整備の重点目標 

社会資本整備重点計画
（全国計画）の基本方針

第4章 計画を推進するための方策 

等 

ポテンシャル・課題 

圏域の将来像 

圏域整備の基本戦略 

広域地方計画 

※広域地方計画や社会資本整備重点計画で
示される「構造的課題」を踏まえ、主要課題を
整理

社会資本整備重点計画

（全国計画）の構造的課題

社会資本整備重点計画
（全国計画）の重点目標

地方ブロック 
の特徴 
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